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　日本では，オルタナティブ教育という場合，困難を抱えた若者に対する学習機会として捉える視
点が弱かった。そこで本稿では，オレゴン州ポートランド市を中心に，現代米国のオルタナティブ
教育の現状と，それに対する学区レベルでの公的ガバナンスの実態を明らかにすることで，困難を
抱えた若者に対する学習機会保障のあり方について考察を加えることを目的とする。分析の結果，
ポートランド市では学区自体が多様なオルタナティブ学校を整備するだけでなく，民間団体も公費
支援を受けて多様なオルタナティブ学校を運営していること，また，学習機会を一元的に把握し，
若者を円滑に接続する体制を整えていることが明らかとなった。さらに，この体制の背景にはオル
タナティブ教育に積極的なオレゴン州法の存在があること，また，実際のガバナンスにおいては，
近年，多様な学校・プログラムの承認とその質保障との間で葛藤が生じつつあることも明らかにし
た。
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はじめに
　本稿は，現代米国におけるオルタナティブ教育の現状と，それに対する学区レベルでの公的ガバ
ナンスの実態を明らかにすることで，困難を抱えた若者に対する学習機会保障のあり方について考
察を加えるものである。
　米国では，おもに高校段階における困難を抱えた若者への学習機会がオルタナティブ教育と位置
づけられ，全米で実施されている。米国のオルタナティブ教育は，当初は1960年代のフリースクー
ル運動に端を発し，近代社会批判を根底に置く，学校教育のあり方そのものの転換を目指すもので
あった。しかし，1980年代以降は徐々に性格を変え，貧困や犯罪，暴力行為，怠学など様々な理由
で退学した若者を対象とする学校やプログラムとして認識されるようになっている。近年では，学
校の規律維持方針としてゼロ・トレランスが普及し，通常の高校で問題を起こした生徒を送り込む
場になっていると批判的に捉えられる一方で（永田 2005：p.25），困難を抱えた若者に対して学業達
成と職業的・社会的スキル獲得の機会を提供し，生活保障も行うプログラムなども開発され，普及
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しつつある。例えば，経済的に困窮した若者に対して職業的スキル獲得と高卒資格取得の支援など
を行う JobCorps や YouthBuild，高卒資格とコミュニティ・カレッジの単位取得を同時に支援する
Gateway to College などが全米に普及したプログラムとして知られている（Aron 2006, Martin & 
Halperin 2006）。これらの多くは地域住民の生活改善に向けて活動する非営利の Community-based 
Organization（以下，CBO とする）によって運営されており，連邦や州，学区の公的資金を受けて，
無償で利用できるところがほとんどである。
　このような現代米国のオルタナティブ教育について検討を加えることは，以下の二つの点で意義
づけられる。第一に，日本における従来のオルタナティブ教育の捉え方について見直しを迫ること
である。日本でオルタナティブ教育という場合，フリースクールなどの不登校児童生徒を対象とす
る学びの場や，シュタイナー学校，サマーヒル・スクールといった欧米の新教育運動の系譜に位置
づく学校などが想起されることが多い（永田 2005：pp.6-7）。しかし，困難を抱えた若者に対する学
習機会という観点も加えるなら，日本における定時制や通信制の高校，高等専修学校なども視野に
入ってくることになる。これらは近年，勤労青少年よりも高校中退者や不登校経験者などを数多く
受け入れるようになり，職業的・社会的スキルの育成にも力を入れていることから，改めて注目さ
れるようになっている。その一方で，定時制高校の統廃合による学習機会の縮小，技能連携制度や
通信制サポート校の存在が示す制度上の複雑さ，広域通信制高校の運営体制を巡る課題など，様々
な課題も指摘されている（手島 2007，手島編 2017）。こうした状況において，困難を抱えた若者を
対象とする現代米国のオルタナティブ教育の実態を明らかにすることは，日本におけるオルタナ
ティブ教育の捉え方に新たな方向性を示すものと考えられる。
　第二に，オルタナティブ教育に対する公的ガバナンスのあるべき方向性について検討するための
視座を得られることである。米国では，公立のオルタナティブ学校だけでなく，CBO や民間企業
が連邦・州・学区・財団等の資金を得て多様なオルタナティブ学校・プログラムを運営している。学
区によっては，複数の学校・プログラムを総合的に把握し，利用者に対して包括的な情報提供を行
うとともに，運営に対する指導助言を行っているところもある。いわば公的セクター（連邦・州・
学区）と私的セクター（CBO・民間企業）との協働による，困難を抱えた若者に対する学習機会の「網
の目」の形成である。しかしながら，米国でもこうした「網の目」を形成するまでに至っている学区
はそれほど多くはなく，一部の事例が知られているに留まっている（Martin & Halperin 2006, 
Wheeter & Martin 2011）。日本の場合，定時制高校は大半が公立だが，通信制高校や高等専修学校
は学校法人や株式会社により運営され，フリースクール等は NPO や任意団体が運営している。し
たがって，多様な学習機会が存在するとはいえ，これらを総合的に把握し，その質保証まで行うよ
うな公的機関は存在していない。利用する若者の側から見れば，学びの場に対する質保証と適切な
場への接続を担う機関の不在は大きな課題である。もちろん，質保証の取組は時として実践に対す
る過剰な統制につながる場合があるものの，先に触れた広域通信制高校に関する問題なども考慮す
れば，公立・私立を問わず様々な学校・プログラムを横断する公的ガバナンスの在り方を検討する
ことは大きな意味がある。この点で，米国におけるオルタナティブ教育ガバナンスについて検討す
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ることは一定の意義があると考えられる。
　米国のオルタナティブ教育については，すでに永田佳之（2005）によるオレゴン州の私立オルタナ
ティブ学校についての分析がある。そこでは，独自の教育理念や生徒の興味・関心を重視する私立
オルタナティブ学校の実態と，これに対する州の質保証の枠組が分析されているが，退学や非行，
学業不振の生徒のためのプログラムは十分に取り上げられていない。一方，宮古紀宏（2013）はカリ
フォルニア州ソノマ郡における問題を抱える生徒へのオルタナティブ教育について整理している
が，こちらはおもに少年司法制度に付随して設置されている学校やプログラムに光を当てたもので
ある。また，就労支援施策の一環で JobCorps に触れたものとして藤田晃之（2006）や髙橋哲（2007）
の分析があるが，これらを除けば，米国における困難を抱えた若者のためのオルタナティブ教育に
ついて，日本ではほとんど知られていない状況にある。
　米国内の代表的な研究としては，連邦労働省・雇用訓練局の出資による報告書3部作が挙げられ
るが（Aron 2006, Ruzzi & Kraemer 2006, Martin & Brand 2006），既に10年以上前のものであり，
個々の事例については再検討の余地が残されている。また，学区レベルの取組に関してはマーティ
ンら（Martin & Halperin 2006）やウィーターら（Wheeter & Martin 2011）が代表的な事例を挙げて
いる。これらの報告書の全てにおいて，公立・私立の違いにかかわりなくオルタナティブ学校・プ
ログラムを管轄する部門を設置している事例として言及されているのが，オレゴン州ポートランド
市である。しかし，これまでは同市内の個別の学校・プログラムの紹介にとどまっており，学区レ
ベルのオルタナティブ教育ガバナンスの内実は検討されていない。
　そこで本稿では，米国のオルタナティブ教育の現状を整理したうえで，オルタナティブ教育ガバ
ナンスの先進事例とされるポートランド市を取り上げ，そこで展開されているガバナンスの内実に
ついて分析を加える。そのうえで，困難を抱えた若者への学習機会保障の観点から同事例を考察し，
日本におけるオルタナティブ教育への示唆を得ることにする。
1．米国におけるオルタナティブ教育の現状
⑴「オルタナティブ教育」の定義
　アロン（2006）によれば，「オルタナティブ教育」を最も広義に理解する場合，ホームスクールや
General Education Development Test（日本における高卒資格認定試験に相当するもの。以下，
GED とする。）準備教育，才能ある子どもへの特別プログラム，チャータースクールなど，通常の学
校の外側に位置づくあらゆる教育活動が含まれる（Aron 2006：p.3）。一方，連邦教育省の「オルタ
ナティブ学校」の定義では⑴，「通常の学校では満たされない生徒のニーズに応えるために，伝統的
な教育とは異なる内容を提供している学校であり，通常の学校に付属するかたちで提供される，あ
るいは特殊教育とも職業教育とも異なるカテゴリーに位置する学校」とされており，教育内容・方法
に対する選好ではなく「ニーズに応える」としている点で，困難を抱えた若者をおおむね前提として
いる。さらに，全米教育統計センターによる「教育上の困難を抱えた生徒のための公立オルタナティ
ブ学校・プログラム調査」でも⑵，「オルタナティブな学校ないしプログラムに通う生徒はおもに教
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育上の失敗（学業不振，怠学，非行，妊娠，その他一時的・長期的な不登校につながる諸要因で示さ
れる状態）の危機にある生徒である」（Carver, et. al. 2010：p.1）とされており，公立の場合は困難を
抱えた若者が対象とされている。
　こうしてみると，困難を抱えた若者を対象とする特別な学校・プログラムであれば「オルタナティ
ブ教育」と見なされることになるが，レイウィッド（1994）は，そこに「革新志向型」「規律重視型」「治
療重視型」の3類型が見出されることを主張してきた。「革新志向型」は，個性への配慮を必要とする
生徒を対象として，革新的で魅力的なカリキュラムを提供するもの，「規律重視型」は，暴力的な生
徒を隔離し，囲い込み，変えようとするもの，そして，「治療重視型」は，社会性や感情面での問題を
抱える生徒に対して短期間で，治療的なプログラムを提供するものとされる（Raywid 1994：pp.27-
28）。教育内容の革新性は，1970年代以前のオルタナティブ教育が志向していたものであり（Young 
1990），この点をオルタナティブ教育の要件として強調したことは，その後のオルタナティブ教育研
究にも引き継がれている。例えば，先述のアロンは，レイウィッドの議論を踏まえたうえで，次の
ように「オルタナティブ教育」を定義している。「伝統的な公立学校の環境では成功できない若者の
ために，州や学区，その他の主体によって設置される学校やプログラムを，広くオルタナティブ教
育とする。オルタナティブ教育のプログラムは，学業面で躓いた生徒や，学習障害を持つ生徒，情
動面に問題を抱えている生徒，欠席しがちな生徒などに対して，伝統的な学校とは異なる環境で，
革新的な学習方法で学ぶ機会を提供する。」（Aron 2006：p.6）。
　このように，米国では，困難を抱えた若者を対象とし，その多様な個別ニーズに応じるために，伝
統的な学校とは異なる教育内容を提供している学校やプログラムがオルタナティブ教育として認知
されている。
⑵オルタナティブ教育の普及状況
　教育統計ダイジェストの最新データ（2015-16年度）によると，中等教育段階（第7 〜 12学年）では，
公立のオルタナティブ学校は3,073校（約12.8%）設置されており，ここに通う生徒は約29万人（1.8%）
となっている。ただし，初等教育段階（第6学年以下）も含むオルタナティブ学校もあり，また学校
内設置のプログラムは計上されていないため，実際にはこれよりも多くの生徒がオルタナティブ教
育を受けている。中等教育段階のマグネットスクール（884校に約119万人）やチャータースクール
（1,576校に約48万人）もオルタナティブ学校に含めるなら，5,533校に約172万人が通っていること
になる⑶。
　しかし，困難を抱えた若者に絞り，かつ学校内のプログラムも対象とした場合，別の数字が出て
くる。前出の全米教育統計センターによる2007-08年度の調査によると，困難を抱えた生徒を対象
とするオルタナティブ学校・プログラムは全米で10,300校設置され，約65万人が通っている。学区
の64% が少なくとも1つ以上のオルタナティブ学校・プログラムを設置しており，そのうち直営型
のみが40%，学区以外の主体が提供するプログラムのみが35%，両方の設置が12% となっている。
また，上記の学区直営型のうち，37% は通常の学校内のプログラム，4% が少年拘置所，チャーター
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スクールとして運営されているものが3% であり，このなかで通信による教育方法を用いているも
のが17% となっている。さらに，学校・プログラムの81% は公的団体，26% は民間団体，8% は2年
制ないし4年制の高等教育機関によって提供されている（Carver & Lewis 2010：p.3）。
　その後，同種の調査が行われていないため，現在の状況を正確に把握することはできないが，
2011-12年度以降，公立オルタナティブ学校の数・生徒数は減少傾向にあること，上記調査において
81％が公的団体によって提供されていることを踏まえれば，困難を抱えた若者を対象とする学校・
プログラムの数も減少傾向にあると推定される。
⑶オルタナティブ教育の具体例
　学校・プログラムの目的で見ると，①高卒単位取得のみ，②高卒単位・カレッジ単位併修，③
GED 取得・カレッジ単位併修，④ GED 取得のみ，⑤高卒単位・GED 取得および職業スキル獲得，
⑥移民等の英語学習者支援，⑦マイノリティ生徒支援，⑧ホームレス生徒支援などに分けることが
できる⑷。また，開校形態としては，日本の定時制高校のような昼間・夜間の二部制や午前・午後・
夜間の三部制，随時入学制などがある。さらに，働きながら学習する機会を提供するものや，付随
するサービスとして子育て支援や通学支援，無料の朝食・昼食などを提供しているものがある
（Ruzzi & Kraemer 2006：p.13, Cable, et. al. 2009：p.8）。
　現在，全米的に普及しているプログラムとしては，働きながら高卒単位や GED の取得を支援す
る Job Corps や Youth Service and Conseration Corps，YouthBuild などが挙げられる。これらに
対しては，連邦政府による財政支援がなされている。また，高卒単位・カレッジ単位併修プログラ
ムとしては，Early College High School や Middle College High School，Gateway to College など
を挙げることができる。これらの多くはコミュニティ・カレッジによって提供されている。（Aron 
2006, Martin & Halperin 2006, Thakur & Henry 2005）。
　最後に，学区・自治体レベルの取組として注目されてきたものを挙げておく。オハイオ州デイト
ン市では，Life Skills Center や Mound Street Academies などの組織が，様々な職業スキルと高卒
資格の取得を支援するオルタナティブ学校を開校しているだけでなく，それらと若者を適切に結び
つけるためのワンストップサービスである Fast Forward Center を地元のコミュニティ・カレッジ
が提供していることが注目されてきた⑸。また，ケンタッキー州ジェファーソン郡では，上記①〜
⑧のプログラムの大半を公的に提供しているだけでなく，低所得層の通う学校を拠点として子ども
とその保護者に多様な社会サービスの提供を行う Family Resource and Youth Service Center が
131校中96校に設置されており（2018年3月現在），困難を抱えた若者の学業や就業に対する包括的
な支援を行っていることで知られている⑹。
　さらに，公立・私立にわたる多様なオルタナティブ学校・プログラムを学区として一元的に把握し，
若者のニーズに応じて適切なところへと接続する「多元的卒業保障（Multiple Pathways to 
Graduation）」政策を行っている事例として知られているのが，本稿で採りあげるオレゴン州ポート
ランド市とニューヨーク州ニューヨーク市である⑺。しかし，両市ほどの包括的政策を採っている
年報06後藤氏1C_三[81-94].indd   83 2018/12/11   18:01:06
―　　―84
米国におけるオルタナティブ教育の公的ガバナンスに関する考察
ところは全米的にも少なく，多くの報告書において先進事例として採り上げられてきた。
2．ポートランド学区によるオルタナティブ教育ガバナンス⑻
⑴ポートランド市のオルタナティブ教育の特徴
　ポートランド市は米国の西海岸に位置し，比較的リベラルな文化的風土で知られている。2014-15
年度の高校生徒数は14,274名，うちオルタナティブ教育を受けている生徒は2,182名（全体の約
15％）となっている。同市のオルタナティブ教育が注目されてきた理由として以下の二点を挙げる
ことができる。
　第一に，多様なオルタナティブ学校・プログラムの存在である。表1のように，ポートランド市に
は，2017-18年度現在，公立オルタナティブ学校が3校，CBO の設置するオルタナティブ学校（以下，
「CBO立オルタナティブ学校」とする）が10校（12プログラム）ある⑼。CBO立オルタナティブ学校は，
必要経費を州教育委員会およびポートランド学区から支給されるため，生徒から授業料を受け取る
ことなく運営できている。これらのプログラムのうち，Open School や Metropolitan Learning 
Center は40年近い歴史をもつ。また，Gateway to College はポートランド・コミュニティ・カレッ
ジ発祥のプログラムとして全米に拡大しており，Portland Youth Builders も全米展開プログラム
YouthBuild の一つである。このように，CBO が多様な学校・プログラムを長期にわたって提供し
てきたために，同市ではチャータースクールがそれほど魅力ある選択肢になっていないとも評価さ
れている（Martin and Halperin 2006：p.50）。また，高卒単位補習プログラムとして学区の提供する
ものが3つ（Evening Scholars, Summer Scholars, Virtual Scholars），CBO の提供するものが1つ
（Open School の STEP-UP）ある。さらには，妊娠・子育て中の生徒のためのプログラムや，ソーシャ
ルワーク的支援を受けることもできる。全体として，困難を抱えた若者が高卒資格等を取得したう
えで，ニーズや興味に応じたキャリア形成ができるように，多様な学習機会の「網の目」が学区と
CBO の連携によって形成されていることが分かる。
　第二に，多様なオルタナティブ学校・プログラムを総合的に把握し，若者のニーズや適性に応じ
たところへと接続する多元的卒業保障部門を学区が設置していることである。同部門の要諦と言え
るのが，ワンストップサービスを提供する Reconnection Center である。このセンターでは，各学校・
プログラムの特徴と対象者の受入可能／不可能の基準を一覧表にした「ベストフィット・マトリッ
クス」を作成しており，これにもとづいて最もふさわしい学校・プログラムへと若者を接続できるシ
ステムを構築している。この点は，複数の研究者によって高く評価されており（Aron 2006, 
Wheeter & Martin 2011他），ポートランド市のオルタナティブ教育を象徴する取組ということが
できる。
　以上二点により特徴づけられるポートランド市のオルタナティブ教育であるが，それではなぜこ
のように多数の学校・プログラムの設置が可能なのか。特に，公立と CBO 立の両者にわたる公的
ガバナンスの内実とはどのようなものなのか。次にこれらについて検討していく。
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表1　 ポートランド市の多元的卒業保障政策（Multiple Pathways to Graduation）
カテゴリー 学校・プログラム名 特徴
ワンストッ
プ・サービス Reconnection Center
退学した／しかけている生徒に対して最適な学校・プログラム・サービスに
アクセスできるように支援する部門。
公立オルタナティブ学校
Alliance High School
少人数で個に応じた指導により，芸術，環境保全，および機械系の専門技術
と高卒資格を提供する Meek Campus と，16-21歳で，残り10単位以内で高卒
資格の取得が可能な生徒に昼夜二部制で授業を行う Benson Campus の2カ
所がある。毎週入学可能。
Dart Schools メンタル面でのケアを必要とする生徒に，少人数で自分のペースで学べる包摂的な学習環境を提供する学校。
Metropolitan Learning
Center
1968年に実験的学校として開校。K-12を対象として経験主義に基づく教育
を提供する学校。校外での学習を含む探求型の学習と習熟に基づく評価を重
視している。困難を抱えた生徒よりも，こうした教育内容を求める親・子ど
もが選んで通ってくる。選抜方法はくじ引きによる。
CBO立オルタナティブ学校
DePaul Alternative
School 薬物・アルコール依存からの回復を目的とする療養施設に設置された学校。
Helensview Middle and 
High School
6-12学年の生徒で，他の学習環境にはなじめなかった生徒を支援する学校。
個に応じた，柔軟性のあるカリキュラムでカレッジや職業への円滑な接続を
行うことを目指している。医療的・社会的サービスや子育て支援なども受け
られる。
Mt. Scott Learning
Center
6-12学年で，伝統的な教育方法に合わない生徒を対象とする。コミュニティ
のような関係性のなかで，学業の達成と職業への接続を支援する。
NAYA Early College
Academy
9-12学年を対象。ネイティブ・アメリカンの文化と，少人数による生徒の個性
を尊重する学習環境を提供している。高卒単位とカレッジ単位の取得が可能。
Open School
1971年設立。6-8学年を対象に，通常の学校と同じ形態で授業を行っている
Open School North，7-12学年を対象に大学進学まで支援を行う Open School 
East，公立高校での学業に困難を抱えている生徒に卒業までの支援を行う
STEP-UP の3つのプログラムを提供している。
Portland Community
College
2つのプログラムがある。Gateway to College は高卒単位とカレッジ単位の
併修プログラムで，同校を発祥として全米に広がっている。Yes to Collegeは，
GED とカレッジ単位の併修プログラム。いずれも，学費や学用品，テスト受
験料などの補助が受けられる。
Portland Youth Builders
17-24歳の低所得層の若者を対象とし，高卒単位と建築・IT 関係の技術の取
得を支援する学校。ベースとなっているプログラムはニューヨーク市を発祥
とし，全米に拡大している。卒業後も引き続きカウンセリングや職業面での
アドバイスを受けられる。
Rosemary Anderson
High School
伝統的な教育方法になじめなかった生徒を対象。高卒資格と GED 取得のい
ずれかを選ぶことができる。生徒のニーズと卒業後のキャリア形成を重視し，
柔軟なプログラム構成を行っている。
SE Works GED 取得とキャリア形成支援を行っている。居心地のよい環境づくりに努め，教師と生徒が協力しあうことを重視している。
Youth Progress
Learning Center
心理面・行動面での課題を抱えた生徒に教育的・職業的・心理的サービスを
提供するプログラム。
その他のサービス
Evening Scholars 通常の総合制高校に設置され，無料で夜間コースを提供する。夕食も提供される。
Summer Scholars 卒業に必要な単位を獲得するための夏期集中プログラム。
Virtual Scholars 通信を利用した卒業単位補習のためのプログラム。
Teen Parent Service
妊娠中・子育て中の生徒に必要な知識を提供したり，利用できるプログラム
への接続，メンタルヘルス・サービスなどを行う。9-12学年を対象とし，選択
科目の2分の1単位として認定される。
School Social Work
Service
オルタナティブな学校・プログラムに通う生徒に対して，ポートランド州立
大学ソーシャルワーク大学院と連携して生活面や家族への支援を行う。
出典：ポートランド学区多元的卒業保障部門 HP（https://www.pps.net/domain/189, 2018年3月26日最終確認）掲載
資料，および訪問調査時配布資料をもとに筆者作成。
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⑵ポートランド学区のオルタナティブ教育ガバナンス
　まず，多数のオルタナティブ学校・プログラムの設置が可能となっている背景として，オレゴン
州法ではオルタナティブ教育が積極的かつ肯定的に捉えられていることが挙げられる。表2はオレ
ゴン州法（Oregon Revised Statutes）におけるオルタナティブ教育に関する規定をまとめたもので
ある⑽。全体として，①州と学区にオルタナティブ教育の環境整備を義務づけると同時に，具体的
な関与のあり方を定めていること，②プログラム提供主体としての公私の垣根の低さなどが注目さ
れる。特に②は，登録団体であれば私立でも一人あたり教育費の80％を受け取ることができるとい
う，オレゴン州独自の規定として知られている⑾。なお，ポートランド市では，私立でも CBO とし
て学区の支援を受けている団体もあれば（表1にある Open School など），CBO としてのステータ
スを放棄して州の資金のみを得ている団体もあり⑿，学区レベルで見ると公立・私立の区分はより
複雑になる。
　しかし，このような法制は，多様なオルタナティブ学校・プログラムの存立を説明するとしても，
ポートランド学区によるオルタナティブ学校・プログラムへの具体的な関与の内実を示すものでは
ない。「スタンダードの達成」や「プログラム評価」といった，アカウンタビリティの観点からなされ
る学区の関与と，生徒のニーズや困難に応じた多様な学習機会の提供との両立については，この法
制のもとでなされる学区ガバナンスの実態を見る必要がある。
　ここで参考になるのが，学区が CBO 立オルタナティブ学校に対して課している義務を明示した
Operation Resource Handbook である。その目的は「CBO のリーダーおよび職員が，ポートランド
表2　オレゴン州法（2015 Oregon Revised Statutes）におけるおもなオルタナティブ教育関連規定（一部）
条項 内容 概要
329.119 習熟ベースの教育 個性を尊重する学習環境で，産業界や州のスタンダード達成とその評価による教育を学区が行う場合，審議会を設置して質の向上に努めなければならない。
329.485 州のアセスメントシステム
学区は，スタンダードに達しない，もしくは大きく超える生徒に対してオルタ
ナティブ教育を利用できるようにしなければならない。その費用は，利用資格
のある連邦や州の資金とともに学区が支弁しなければならない。
336.625 オルタナティブ教育の目標
オルタナティブ教育の実施にあたり，学区は柔軟で多様な学習環境を提供しな
ければならない。州はオルタナティブ教育の学習活動と単位認定のあり方を定
めなければならない。学区はオルタナティブ教育を実施しないという協定を結
んではならない。
336.631
私立プログラムへの
公費支出に関する基
準
私立オルタナティブ教育プログラムは，公費を受けるにあたり，州に登録され
る必要がある。登録された実施団体は連邦法や学区政策などに従わねばならな
い。また，プログラムの所在する学区は，当該プログラムが入学を希望する生
徒のニーズや興味・関心に合っているかどうか判断しなければならない。
336.635 オルタナティブ教育への入学手続き等
親・保護者は，提案されたオルタナティブ教育プログラムに子どもを入学させ
ることができる。私立オルタナティブ教育プログラムでは，必ずしも有資格の
教員や経営者だけを雇用するようには求められない。学区は適切な私立のプロ
グラムがある場合には，公立のものを整備しなくてもよい。
336.655 学区によるプログラムの評価
公立・私立のオルタナティブ教育プログラムを運営ないし契約している学区は，
毎年，記述式の評価を各プログラムに対して行わねばならない。評価には，収
支報告，法令遵守，スタンダードの達成度などが含まれる。
出典：オレゴン州法 HP（https://www.oregonlaws.org/）に掲載された2015年修正法にもとづく。
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学区の規則および契約でオルタナティブ学校に求められている義務を理解し，従うことができるよ
うに支援すること」とされており，主な内容は表3のとおりである。①成績の上昇率や GED 取得率，
ウェブサイトへの掲載情報など様々な提出物が求められていること，②入退学の判断において
Reconnection Center との連携が求められていること，③学校運営に対して様々な要求がなされて
いる一方，研修を通じて CBO のリーダーどうしの関係構築が目指されていること，④オルタナティ
ブ学校にもコモンコア州スタンダードの導入が進みつつあることなどが注目される。このように，
CBO 立オルタナティブ学校として学区と契約することは，資金援助や Reconnection Center からの
支援，CBO 間の連携構築など様々なメリットがある一方，成績の上昇率の提出や州スタンダード
への準拠など様々な義務を果たす必要があることが分かる⒀。
　問題は，こうして収集された情報がどのように用いられているかである。仮に各種の指標におい
て望ましい結果をあげていない CBO が出てきた場合に，学区はいかなる関与を行うのか。これに
関して，ポートランド学区の CBO 立オルタナティブ学校の統括責任者，Kirsten Plumeau は，責任
者として難しいのは CBO との間にポジティブな関係を築きながら一定のアカウンタビリティを求
めなければならないことであり，パフォーマンスが低い場合には運営への指導を行うこともあると
述べている⒁。例えば，表1にある NAYA Early College Academy については，成果の上がらない
表3　Operation Resource Handbook の概要
1. 生徒の学業・生活面のサポート
ELL 生徒へのサポート／教職員の人種的公平性確保／利用可能な連邦資金（Title I など）／ GED プログラムの要
件／卒業要件と習熟にもとづく評価の実施方法）／教育実践にかかる研修（コモンコア州スタンダードへの適応，習
熟にもとづく教育の指導法など）／特別支援教育の研修／才能教育／妊娠・子育て中の生徒への支援／療養中の生
徒への支援
2. 提出物
年末：テスト成績の上昇率と GED 取得者のデータ／州教委への登録証明／次年度の学事歴／機関認証の証明書／
ポートランド学区のウェブサイトに掲載する情報／その他
年始：教職員一覧／予算／財務諸表／オルタナティブ・アカウンタビリティの目標／損害賠償保険の証明書／建物
への立ち入り検査／授業時間数（一日あたり／一つあたり）／学校改善計画
3. 利用資格
オルタナティブ学校・プログラムへの入学条件：出席の不足（Attendance），行動面の問題（Behavior），落第・単位
不足（Course Failure/Credit Deficient）の一つ以上に該当すること（ABCs of Eligibility）
4. 入退学の手続
入学：インテークの実施，明確な入学基準の提示／ Reconnection Center との連携
退学：あらゆる手段を尽くした上での退学であること
5. 学校運営における要求事項
機関認証／児童虐待予防トレーニングの実施／生徒の問題行動に対するマネジメント／リーダー研修（学区政策や
他校の取組に関する毎月の学習会，リーダー間のコミュニティ形成，関係法規の伝達講習など）／州教委への登録／
保護者対応／パフォーマンス評価（数学と読解）／職員研修（2015-16年度は特にコモンコアに即した教育実践への
移行を焦点とする）／学校改善計画
6. 技術面（会計ルール等）および学区政策に関わる情報
学校ごとのアカウントの取得／オルタナティブ・アカウンタビリティ・レポートカードの提出／会計ルール／バス
カードの支給方法／学区と学校をつなぐ各種の情報システム
出典：訪問調査時配付資料より筆者作成。
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時期が続いたため，数年かけて改善の方向性を話し合い，最終的には運営責任者を外部から雇うこ
とになったという。これは，質保証に向けた学区の関与ということができるだろう。一方で，2016
年 度 か ら 学 区 と の 契 約 を 終 了 し た New Avenues for Youth の 雇 用・教 育 担 当 者，Sandi 
Guardalabene は，こうした学区による要求が重荷になってきたことが契約終了の背景にあったと
述べている⒂。もっとも，この団体は州や財団から多額の支援を受け，独自収入もあるためにこう
した決定が出来たのであり，どの団体にもできることではない。ここから分かるのは，CBO から
の多様な情報にもとづいて学校・プログラムの質保証に向けたガバナンスが行われていること，し
かし，学区から CBO への要求事項は徐々に増えつつあり，公費支出に伴うアカウンタビリティの
確保と多様な教育実践の承認との相克にポートランド学区も直面しているということである。
考察
　最後に，困難を抱えた若者への学習機会の保障という観点からここまでの分析を振り返りつつ考
察を加えてみたい。まず，ポートランド学区では CBO 立オルタナティブ学校という形で公費支出
を行い，無償でアクセスできる学習機会の幅を拡げると同時に，それらを一元的に管理し，若者を
円滑に接続できる体制を整えていることが注目される。困難を抱えた若者に対する無償の学習機会
が豊富に存在することは，全ての若者にとってのセーフティネットが充実していることを意味する。
それは，人種的・文化的，あるいは学力的・階層的に同質的な学校を選びたいという，排他的な欲求
に通じる場合もある「選べる学校」の多様性を提供するものではなく，通常の公立学校では満たされ
ないニーズや，承認されてこなかった異質性・多様性への応答を可能にするものである。
　このことは，「公立学校の正当化」（宮寺 2006：pp.125-133）の観点において重要である。すなわち，
異質かつ多様な人々が集い，共に学ぶ場所＝「統合」の場としての公立学校の存在価値を，いかにし
てそこから離脱しようとする人々に納得させられるかという点に関わってくる。「選べる学校」の存
在が公立学校の質の向上と結びつくかたちで慎重に設計されることなく，野放図に林立することを
認めるならば，それは進学意識の高い子どもや保護者の公立学校（具体的には通学区域を指定され
る近隣学校）からの離脱をもたらすことになり，公立学校の質をますます低下させることにつなが
る。都市部におけるチャータースクールの拡大がそうした状況をもたらしていることは既に知られ
ている通りである（Ravitch 2010）。この点で，ポートランド学区のように，公的に提供される学習
機会の範囲内で多様なニーズや困難が受け止められる仕組を構築することは一つの参考になる。こ
れにより，多様な人々が集い，学ぶ場としての公立学校の存在を基本としつつ，そこで満たされな
いニーズや困難への応答をオルタナティブな学校・プログラムによって保障するという制度的環境
を作り出すことが可能となるからである。同市に対しては，多様な CBO 立オルタナティブ学校の
存在ゆえに，チャータースクールが魅力ある選択肢になっていないという評価がなされていたこと
を，ここで改めて確認しておきたい。制度設計のあり方によって，公立学校こそが選ばれる状況を
作り出すことは不可能ではないのである。
　また，教育機会の平等保障の観点から言えば，多様な学習機会が存在しているだけでは機会の平
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等を実質的に保障したことにはならない。多様な機会は適切にその存在が認知され，アクセス可能
な状態にあってこそ意味がある。とりわけ，困難を抱えた若者のように社会的に不利な立場にある
人々の場合は情報資源の欠如が生じやすいため，アクセス可能性を高めるための支援が必要となる。
さらには，個々の学習機会の質を維持し，時に改善を促していくことも必要となる。この点で，ポー
トランド学区における多元的卒業保障部門の存在は教育機会の平等の実質化に寄与するものと見る
ことができる。
　このことは，日本におけるオルタナティブ教育の捉え直しに一つの方向性を与えるものである。
日本でも，困難を抱えた若者に対する多様な学習機会という点では，公立の定時制高校から，私立
の通信制高校や高等専修学校，NPO 等が提供するフリースクールまで多数存在している。だが，
これらを一元的に把握し，適切な学校や施設へと若者を接続するだけでなく，その質保証まで担う
公的機関は存在しない。もちろん，子ども・若者育成支援推進法（2009年）の成立以後，教育と福祉
にわたるワンストップ相談窓口の設置が推進されてきたが，自立支援や就労支援の側面が強く，学
校との連携は自治体ごとの格差が大きい状況である⒃。フリースクール等への公費支出や，広域通
信制高校の質保証が政策課題となっている現状では，多元的卒業保障部門のように積極的な関与を
行う機関の設置も検討されてよいだろう。
　その際に問われるのは，公立・私立・NPO 等の提供する多様な学習機会を一元的に把握し，公費
支出と質保証に向けた関与＝ガバナンスをいかにして行うかである。本稿の事例は，州と学区の関
係でみれば，垂直的な義務づけと水平的な役割分担の両者を含む「連携ガバナンス」（山本 2014：
pp.63-64）の実践であり，あるいは学区ガバナンスと州のメタガバナンスが適度に構造化された事例
とも言える。大桃敏行は，新川達郎の議論を踏まえてメタガバナンスの要件を挙げるなかで，「複
雑性や多元性の管理」「パートナーシップの範囲や機能の再定義」「ガバナンスの目標の一体性確保」
などを挙げているが（大桃 2004：p.27），これらはオレゴン州のオルタナティブ教育法制にも当ては
まる。こうしたメタガバナンスの存在がポートランド学区の多元的卒業保障政策を支えていること
は明らかである。
　しかし，こうした環境条件が整ったとしても，学区ガバナンスのレベルでは依然として様々な課
題が生起しうる。本稿の分析から見えてきたのは，オルタナティブ教育における多様性の承認と質
保証の両立という点で注目されてきたポートランド学区においても，近年ではオルタナティブ学校・
プログラムに対する義務づけや要求事項が増加し，多様性の縮減傾向が表れてきていることである。
特に，オルタナティブ学校・プログラムに対してコモンコア州スタンダードへの準拠を求めること
は，多元的卒業保障政策のメリットを大きく減じる可能性もある。今後の動向に引き続き目を向け
ていく必要があるだろう。
【注】
⑴ この定義は，Digest of Education Statistics, Table 216.20の脚注に示されている。
⑵ この調査は，これまで2000-01年度（Kleiner, Porch&Farris 2002）と，2007-08年度（Carver, Lewis&Tice 2010）の
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2回行われている。
⑶ Digest of Education Statistics 2017, Table216.20による。
⑷ Ruzzi and Kraemer 2006, p.9を元に，⑤・⑦・⑧を追加。
⑸ http://www.sinclair.edu/academics/fast-forward-center/, 2018年3月23日閲覧。
⑹ https://www.jefferson.kyschools.us/department/family-resource-and-youth-services-centers, 2018年3月23日 閲
覧。
⑺ ニューヨーク市では，学区と CBO が連携して Transfer High Schools や Young Adult Borough Center などを設
置し，年齢超過ないし単位不足の高校生を支援する取組を行っている（Wheeter and Martin 2011：p.9）。
⑻ 以下，地域・場所としてのポートランドを指す場合には「ポートランド市」，行政機関としてのポートランドを指
す場合には「ポートランド学区」と表記する。
⑼ このほかにチャータースクールが8校あるが，困難を抱えた若者を対象とするものではないため詳述はしない。
⑽ ここに挙げたものはオルタナティブ教育に関わる条文の一部であり，この他も州による学区への義務づけに関す
る規定がある。
⑾ 州法における私立オルタナティブ教育の規定とそれを巡る論点については，永田（2005）を参照。
⑿ New Avenues for Youth という，ホームレスの高校生に高卒資格と職業スキルの獲得を支援する団体がある。こ
こは，2014-15年度までは CBO 立オルタナティブ学校として位置づけられていた。
⒀ ただし，①については各校共通のレポートカードの導入が2013-14年度から，④の適用は2015-16年度からであり，
当初からこうした要求事項があったわけではない。むしろ，ポートランド市においても学区によるオルタナティブ
教育への規制が徐々に強まりつつあると考えられる。
⒁ 2016年11月2日に行った同氏へのインタビューによる。
⒂ 2016年11月1日に行った同氏へのインタビューによる。
⒃ 一例として，東京都教育相談センター「青少年リスタートプレイス」や神奈川県立田奈高等学校「キャリア支援セ
ンター」の取組などが挙げられる（内閣府2011：pp.70-73）。
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 In Japan, the viewpoint to grasp alternative education as a learning opportunity for at-risk 
youth has been weak and there are few previous studies based on it.  This paper aims to 
consider the way of guaranteeing learning opportunities for at-risk youth, through clarifying the 
present state of alternative education in the United States and the actuality of public governance 
at school district level, mainly in Portland City, Oregon.  As the results of analysis, it has been 
clarified that community-based organizations in Portland offer various types of alternative schools 
with public funds, as well as Portland Public Schools（PPS） have also prepared various types of 
schools, programs and services.  In addition, it has been clarified that PPS builds the system to 
reconnect at-risk youth to proper learning opportunities through synthesizing and utilizing the 
information of those alternative schools and programs.  We have to recognize that this system is 
built on alternative education laws and rules of the State of Oregon, which is supportive to 
alternative education.  In the actual governance over the alternative schools in Portland, however, 
taking balance between recognizing the variety of alternative schools and their quality assurance 
has been the problem gradually in these years, in conjunction with the growing requirement to 
comply with Common Core State Standard.
Keywords： Alternative Education, Governance, the State of Oregon, Portland Public Schools, 
Multiple Pathways to Graduation
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